
 

習志野市市民協働型委託事業 

令和８年度募集基準 

 

～市と一緒に行政課題に取り組みませんか！？～ 

パートナー募集！！ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協働経済部 

協働政策課 

 

 

本市では、新たな基本構想（令和 8～23年度）において、 

『多彩で豊かな交流が広がるまち 習志野』を目指すまちの姿（将

来都市像）と定め、多様な主体との連携によるまちづくりを進め

る方針といたしました。 

この方針に基づき、市民活動団体や企業等と市が共に課題解決に

取り組む事業として『市民協働型委託事業』を実施いたします。 
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１．市民協働型委託事業とは 

 

① 目的 

 市が提示したテーマ（課題）を市民活動団体や企業と市が、目的を共有し、適切な

役割分担のもと、協力・協調しながら、公共サービスの充実や課題解決を図り、豊か

な地域社会づくりを推進することを目的とします。 

 

②応募資格 

【市民活動団体】 

・正会員５人以上で構成される団体であること。 

・定款（規約、会則等）を有し、会計処理が適正に行われている団体であること。ただ

し、新設の団体にあっては、このことが見込まれること。 

・以下のアからカに該当しないこと。 

 

【企業、学校法人等】 

・会社更生法（平成１４年法律第１５４号）または民事再生法（平成１１年法律第２２５

号）による再生手続き中でないこと。 

・市から指名停止処分を受けていないこと。 

・直近１年間の市税、法人税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

・以下のアからカに該当しないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 営利を目的とする事業 

イ 宗教上の教義を広め、儀式行事を行い、信者を教化育成することを目的とするもの 

ウ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とするもの 

エ 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定する公職にある者（候補者を

含む）若しくは政党を推薦し、又はこれらに反することを目的とするもの 

オ 習志野市暴力団排除条例（平成２４年条例第１号）第２条の暴力団及び暴力団員

等の統制下にある団体 

カ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７

号）第５条第１項及び第８条第１項に規定する処分を受けている団体又はその構成

員の統制下にある団体 
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③事業要件 

・募集テーマに定めた課題を解決するための事業であること。 

・市内で実施される事業であること。 

・事業の公共性や効果が認められること。 

・１年度を単位とする事業であること。 

・事業の実施計画（事業効果を含む）及び収支計画が明確であること。 

・提案者と市が適切な役割分担により実施される事業であること。 

・市と市民との協働型社会の構築に向けての役割分担の中で、必要と認められる事

業であること。 

 

④委託金額 

・委託上限金額は ６５０，０００円。 

※予算内訳については、提案事業収支計画書に詳細に記入をお願いします。 

※提案事業収支計画の区分は概ね報償費、交通費（旅費）、需用費（消耗品費、印刷製本費）、 

通信運搬費、使用料、（賃借料含む）、保険料、人件費で記入をお願いします。 

※人件費を計上する場合は、千葉県最低賃金を下回らない額とすること。 

 

⑤事業の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時期 内容 

４月３日～４月２３日 
委託事業募集期間 

（質問受付：４月３日～４月１０日） 

 ４月３０日  プロポーザル方式による選定 

５月上旬 市民協働型委託事業選定結果通知 

５月上旬 協定締結 

協定締結後～ 

令和９年３月 
事業実施期間 

事業完了後 業務完了報告書、収支決算報告書等 提出 
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⑥応募方法 

（１）応募期間 

令和８年４月３日（金曜日）～４月２３日（木曜日）必着 

 

（２）応募方法 

以下の書類を持参又は郵送（簡易書留）してください。 

※申請書類等は協働政策課（市庁舎４階）で配布するほか、市ホームページか

らダウンロード可能です。 

提出書類 部数 

市民協働型委託事業提案書（第１号様式） 

各１部 

団体概要 

提案事業企画書 

提案事業収支計画書（支出予算額詳細） 

市民活動団体・ＮＰＯ法人・・・会員名簿 

企業・学校法人・・・役員名簿及び事業従事者名簿 

市民活動団体・ＮＰＯ法人・・・定款（規則、会則）又はこれにかわるもの 

企業・学校法人・・・登記事項証明書の写し 

前年度の団体収支（決算）報告書（任意様式） 

最新の納税証明書（企業、学校法人等のみ） 

その他事業の参考資料（団体のパンフレット等） 

※受付後、提案書（第１号様式）の写しをお渡しいたします。 

その他の提出書類は返却いたしません。 

 

（３）提出先 

【持参する場合】 

協働政策課（市庁舎４階） 

電話：０４７－４０７－３１８５（直通） 

受付：午前９時から午後５時まで（土曜、日曜、祝日を除く） 

※担当者不在の場合があるため、事前連絡をお願いします。 

 

【郵送（簡易書留）する場合】 

〒275-8601 習志野市役所 協働経済部 協働政策課市民協働政策係宛 

『市民協働型委託事業提案書類在中』と記載をお願いします。 
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⑦審査 

（１）プロポーザル方式 

習志野市市民協働型委託事業選定委員会が、提出書類及びプロポーザルに

より総合的に審査します。 

プロポーザルは、令和８年４月３０日を予定しており、時間、場所等は別途通知

します。 

提案団体の出席については、申請時に提出した名簿に記載されている者の内、

３名以内とします。 

※質問受付期間中に、提案予定者、テーマ（課題）担当課と協働政策課の三者により、 

テーマ（課題）について意見交換を行う場を設けることが可能です（希望団体のみ）。 

 

（２）審査基準 

    選定の基準点を７０点とします。 

    複数団体の採点が同じ場合は、事業効果、費用対効果、事業内容、 

現状課題の認識、役割分担の順位で、採点の高い団体を上位といたします。 

 

＊評価項目及び配点は以下のとおり＊ 

評価項目・配点 評価する点 

現状課題の認識 

（２０点） 

・設定された募集テーマを具体的に認識・分析し、市民や地域のニーズ

を的確に捉えているか。 

事業効果 

（２０点） 

・多くの市民に対し、継続的に利益につながることが期待できるか。 

※市が求める内容の効果を上げることが可能であるか 

※事業内容と事業効果が適切な繋がりを持っているか 

事業内容（実現性） 

（３０点） 

・実施手段などの事業企画が実現可能な内容であるか。 

※事業計画（予算、スケジュール、事業規模）、事業実施方法は妥当か 

※提案内容を実施できる人員の確保がされているか。 

※提案内容と同種・類似内容の実施実績はあるのか。 

役割分担 

（１０点） 
・団体が担う役割と市の担当課が担う役割が明確化されているか。 

費用対効果 

（２０点） 

・費用と事業内容のバランスが取れているか。 

また、費用に対し事業効果は妥当であるか。 

  

（３）選定結果 

審査の結果、基準点を超えた団体のうち、最高点の団体を選定いたします。 

選定の結果は、市民協働型委託事業選定結果通知書（第２号様式）により提

案団体へ通知します。 
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⑧協定の締結 

採択団体は、テーマ（課題）担当課、協働政策課と協議を行い、協定の締結を行います。 

※協定書には、役割分担、事業計画、責任の所在等を明確に記載します。 

  

⑨委託料の支払い 

概算払いを行うことが可能です。 

※事業完了後、業務完了報告書、収支決算書等の提出が必要となり、残額がある場合は精算

することとなります。 

 

⑩相互評価 

選定団体及び市により相互評価を行います。 

 

⑪その他 

提案等に要する費用は提案団体の負担となります。 

提案及び実績報告等の書類は、原則公開とします。 
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【募集テーマ１】 

市民活動団体の基盤強化と新たな社会貢献活動の担い手発掘 

【提案背景】 

本市では、市民一人ひとりが地域社会の一員として地域の課題に関心を持

ち、多様な主体による市民活動が活発に行われ、それぞれの主体が責任と役割

を分担する協働型社会の構築に取り組んできた。 

【課題（現状）】 

現在、高齢化・子育て・防犯・環境美化など多様な地域課題が存在している

一方、市民活動団体の停滞や地域における担い手の不足が懸念されており、多

様な主体の連携によるまちづくりの重要性は一層増している。 

 そのような中、市民協働型委託事業の実施を通じて、町会のホームページ開

設やクラウド導入等の改善や、新たな社会貢献活動の担い手との出会いの創

出といった成果が上がっており、今後も取り組みを進めていく必要がある。 

【解決指標（成果指標）】  

地域の課題に気付き、自発的に解決に向けて行動する市民が増える。 

自発的に地域課題の解決に取り組む人材が増え、主体的課題解決能力が

向上する。 

価値観の異なる担い手をつなぎ、協働を推進する人材が増える。 

＜成果指標＞支援団体：２団体以上 社会貢献活動の担い手：１０人以上 

【提案事業に期待すること】 

「地域の人材を掘り起こし、地域課題に取り組む担い手を増やす」「地域課

題の解決に取り組む市民活動団体の支援を行い、団体活動の基盤強化を図

る」ためのノウハウを生かした企画を期待する。 

【担当部課名】 協働経済部 協働政策課 
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【募集テーマ２】 

若者世代と地域コミュニティ（町会・自治会等）をつなぐ機会の創出 

【提案背景】 

人口減少、少子・超高齢化を背景として、暮らしの基盤である地域コミュニテ

ィ機能を維持していくことが全国的な課題となっている。 

持続可能な地域コミュニティを実現していくためには、若者世代がコミュニテ

ィ活動に参加したいと思える仕組みづくりが重要となっている。 

【課題（現状）】 

地域コミュニティが抱える課題 

①町会・自治会役員の高齢化、担い手不足 

②町会・自治会員の地域活動に対する負担感 

③地域活動参加者の固定化 

④地域コミュニティにおける世代を超えた交流機会が減少 

⑤地域コミュニティの活動に若者（学生）があまり参加していない 

こうした課題に対応する事業として、第四中学校区を中心に、地域在住の

若者世代と地域コミュニティが協働して実施するイベントが、市民参加型補助

金事業として実施されている。 

【解決指標】  

若者世代が地域コミュニティ（町会・自治会等）と協力して実施するイベント

等を実施すること。 

＜成果指標＞ 

イベント実施後、持続的に地域コミュニティ（町会・自治会等）と関わる意思

を持つ参加者（若者）：10人以上 

【提案事業に期待すること】 

・持続的、自発的に若者世代が地域コミュニティ（町会・自治会等）に関わるき

っかけとなること 

・若者世代と地域コミュニティ（町会・自治会等）が相互理解のもと事業を行う

こと 

・地域活動に関わる若者世代同士のネットワークの醸成 

・町会・自治会と若者世代が共に活動するためのノウハウ等を得ること 

【担当部課名】 協働経済部 協働政策課 
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３．必要書類記入例 
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（第１号様式の添付書類） 

団体概要 

ふりがな  

団体名  

団体の所在地  

ふりがな  

代表者氏名  

連絡先 

ふりがな  

氏名  

住所 
〒 

電話  FAX  

電子メール  

団体の設立年月日  

団体の活動目的 

 

団体の正会員（社員）数  

団体の主な活動地域 
 

団体の主な活動実績 

 

ホームページの有無 

（該当する方に○） 

有・無 

（URL：http://                      ） 

団体の規約や定款などで定められている目的などを記入してください。 

団体の活動している施設や場所等を記入してください。 

団体がどのような活動を行ってきたかを記入してください。（箇条書き可） 
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（第１号様式の添付書類） 

提案事業収支計画書 

団体名：                    

（収 入）        （単位：円） 

区  分 予 算 額 内 訳 

市委託料   

事業収入  
 

自己資金   

   

合  計   

 

（支 出）        （単位：円） 

区  分 予 算 額 内訳（積算根拠については別紙） 

【例】報償費  講師謝金 

【例】需用費 

（印刷製本費及び消耗品費） 
 

チラシ印刷代、写真プリント代、 

用紙代 

【例】使用料（賃借料含む）  会場使用料（公民館等） 

【例】交通費  スタッフ交通費 

【例】保険料  イベント保険代 

【例】通信運搬費（郵便料等）  チラシ郵送代 

【例】人件費   

   

   

   

合  計   

 

できる限り詳細に記入し
てください。 
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支出予算額詳細 

（単位：円） 

区  分 
内 訳 

計 

内容 式 計 

【例】報償費 講師謝礼 ○○円×○人×○回 ○○○円 ○○○円 

    計○○○円 

【例】需用費 

（印刷製本費及

び消耗品費） 

チラシ印刷代 ○○○円（Ａ４：５００部）×○回 ○○○○円 ○○○○円 

 写真プリント代 ○○円×○○枚 ○○○円 ○○○円 

 用紙購入 ○○○円×○個 ○○○○円 ○○○○円 

    計○○○○円 

【例】使用料 公民館使用料 ○○○円×○○回 ○○○○円 ○○○○円 

 ホール使用料 ○○○○円×○回 ○○○○円 ○○○○円 

    計○○○○円 

【例】交通費 スタッフ交通費 ○○○円×○人×○回 ○○○○円 ○○○○円 

    計○○○○円 

【例】保険料 イベント保険 ○○円×○○○人分 ○○○○円 ○○○○円 

    計○○○○円 

【例】 

通信運搬費 
郵送代 ○○円×○件 ○○○円 ○○○円 

 はがき購入 ○○円×○○枚 ○○○○円 ○○○○円 

    計○○○○円 

【例】人件費  単価○○○円×○時間×○人 ○○○○円 計○○○○円 

合 計  ○○○○円 
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互いのノウハウを活かし、

効果的な事業実施！！ 


